
1. 「地域資源を活かし、大学等との連携による、
ゆすはらの生きる仕組みづくり」

平成２９年３月２日 高知県梼原町長 矢野富夫

「地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議」資料

日本三大カルストの一つ四国カルスト台地

町営風車

資料４



2. 梼原と国内外の大学と交流・連携について（１２大学）
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3. 高知県内の大学について

☆高知工科大学

☆高知県立大学

☆国立高知大学

○所在地：高知県香美市（高知市より東に車で４５分）
○入学定員： 520人
○学 部：システム工学 環境理工学 情報学 経済・マネジメント学

○在学生数（H28） ：2,145人（うち県内出身 578人 26.9％）
○就職者 （H27卒業）： 452人（うち県内就職 59人 13.1％）

○所在地：高知県高知市（中心部より車で２０分）
○入学定員： 340人
○学 部：文化学部 看護学部 社会福祉学部 健康栄養学部

○在学生数（H28） ：1,311人（うち県内出身 580人 44.2％）
○就職者 （H27卒業）： 261人（うち県内就職 97人 37.2％）

池キャンパス

キャンパス

○所在地：高知県高知市（中心部より車で２０分）
○入学定員：1,075人

○学 部：人文社会科学部 教育学部 理工学部 医学部 農林海洋科学部

地域協働学部（H27.4新設 地方自治体と連携協定 県・14市町村）

○在学生数（H28） ：4,457人（うち県内出身 1,085人 24.3％）
○就職者 （H27卒業）： 817人（うち県内就職 218人 26.7％）

朝倉キャンパス

県内出身者 ２８．３％ 県内就職者 ２４．４％



4.  高知工科大学と連携 ① 連 携

平成２４年９月に高知工科大学マネジメント学部「中川善典准教授」の他８名の
学生が、町外、県外からの定住に関する施策を有効に進めてゆくためには定住を果
たし人や受け入れ側の人の認識を把握し、これまでの課題を見出し今後の施策を検
討するために、「若者定住促進等に関する」調査を委託するとともに若者定住対策
審議会の委員やアドバイザーになっていただき交流、連携を図っている。

町から中川准教授に「都市から田舎への移住者の意識調査」を依頼し、その
データから３０歳から４０歳を中心に、移住・定住のＰＲ活動を積極的に始めた。

☆移住条件の第一希望は、雇用ではない！
「家・住環境であることがわかった。」

☆空き家改修完成件数：３２棟３３戸 （平成２５年～平成２８年11月末）

・空き家住宅入居者（移住者）： ７０人（うち子ども２０人）
・平均年齢： 大人 ３５．４歳 ／ 子ども ４．６歳

☆総移住者数： ９２人（うち子ども２４人）
・平均年齢： 大人 ３６．３歳 ／ 子ども ５．７歳

※現在、空き家改修中 ５棟５戸／今年度末で３７棟３８戸

若定審議会状況

空き家改修
とあわせて
移住者が増
加する。

中川善典
准教授という「人」



5.  高知県立大学との連携

平成２５年６月に高知県立大学社会福祉学部「田中きよむ教授」に梼原
町の各種委員やアドバイザーになっていただき、以来梼原町内の各区や集
落に入り、地域学習を行うとともに、社会福祉士相談援助実習を行うなど、
交流、連携を図っている。

平成２６年４月に設立した新たな
梼原町社会福祉協議会の職員
として卒業生を雇用した。

ゆすはら複合福祉施設 （平成３０年４月オープン予定）
～「自宅で、暮らし続けたい」 その思いを叶える～

高知新聞に
掲載される

２９年４月に卒業
生２名雇用予定

現場実習状況

田中きよむ
教授という「人」

② 連 携

複合福祉施設 雇用の創出： ２７人
受入住宅整備：空き家改修住宅、移住定住雇用促進住宅



6.  高知大学との連携（草の根技術協力） ③ 連 携

国内外研究機関との連携とJICAと協働
した国際的研究プロジェクトの推進

原教授と常に意見交換

平成２８年に高知大学総合研究センター防災部門「原忠教授」と連携し、
梼原には「蛇籠構造物」の技術者がまだ残っており、土木インフラがほと
んど普及していない「ネパール連邦共和国」において、ネパール震災の復
旧と防災に取り組むこととした。将来の人づくりと国際交流に繋がる。☆
平成２９年３月から着手

原教授と常に意見交換

原 忠
教授という「人」



7.  慶応義塾大学（学長及び教授）との連携 ④ 連 携

昭和６２年から交流のある建築家「隈研吾氏（東大教授）」が平成１５年に、地
域の木材を利用したサステイナブルな建物を目指した、梼原町総合庁舎の建築の設
計をしていただきました。当時は、慶應義塾大学の教授をしており、慶應義塾大学
の教授の皆さんがそれぞれの分野を担うことになり、全国でもめずらしいと言われ
た、設計管理業務の委託契約を「慶應義塾大学長」と「梼原町長」で締結し、平成
１８年度に完成し、その後、毎年慶應義塾大学生が木や屋内の温度状況調査研究に
訪れている。（2020年東京オリンピック・パラリンピックのメインスタジアム設計者）

隈研吾氏は、梼原のまちづくりに取り組んでいただいている。

梼原町総合庁舎 雲の上のホテル・レストラン

町の駅・マルシエユスハラ

雲の上のギャラリー

総合庁舎は、フランス
の建築大学の資料と
なっている。

施設は「まちづくり」そのもの

隈研吾
という「人」

建物



8.  慶応義塾大学との連携 ④ 連 携

平成１５年に梼原町総合庁舎建築を担当していただいた一人が慶應義塾大学理工
学部システムデザイン工学科「伊香賀俊治教授」との出会いである。
その後、伊香賀俊治教授は、国の支援を受けて平成２５年から「ゆすはら健康長寿
の里づくりプロジェクト」（健康長寿を実現する住まいとコミュニティの創造）を
行政と町民と協力して立ち上げ、その成果を踏まえて高齢社会に立ち向かっている。

町民が宿泊体験をして、
室温や血圧の違いを目と肌で学習
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健康増進（ゼロ次予防）の対象として、住環境の重要性が再認識

日本全体の40年後と同じ高齢化率に達している梼原での取組みを
通して日本のこれからとその対策について考える

特定健診率・Ｈ２６、７７．５％（全国３５．４％）

町民の健康教室
町民の意
識が変わ
る。

伊香賀俊治
教授という「人」



9.  関西学院大学との連携 ⑤ 連 携

平成２８年５月９日に、関西学院大学と梼原、土佐清水、嶺北の三つの高校が
大学卒業後は、地元に戻ることを条件にした「指定校推薦枠」を設けることで、
合意し、大学と３高校長、４市町長が協定書を締結した。発案したのは、関西大
学人間福祉学部の「小西砂千夫教授」であり、高知県中山間地域活性化アドバイ
ザーを務めており、地域の人材育成に大きく貢献するところである。

奨学金制度を利用した場合は、本町はＵターンと見なし返済を半額免除する
こととしている。また、梼原高校の魅力化の一つになると期待している。

平成２９年入学生１名予定となる。（カナダに半年留学していた学生）

協定書締結 関西学院大学

県立梼原高校

海外留学で成長

小西砂千夫
教授という「人」



10. 韓国・太田(テジョン)市 韓国倍材（ペジェ）大学と連携

「日本の地方自治と社会文化の研究」に「金良柱（キム・ヤンジュ）」調査副団
長が韓国倍材大学の助教授として来町して以来、日韓学生の交流の場として「雲の
上のゆすはら国際スクール」を平成９年８月に開校。平成１２年に日韓地域づくり
リーダー交流事業がスタートした。

その学生の宿泊所として旧初瀬東小学校を改装した「鷹取の家」を利用すること
となり、初瀬区の住民との交流が始まり、地域の活力を図ろうと、平成１４年に県
内在住の韓国の方や倍材大学の専門の教授を招いて、本場のキムチづくりを学び、
平成１５年から毎年韓国にいき交流しながら、
平成２６年３月に「特定非営利活動法人 はつせ」を設立し、韓国式サウナ、レス
トランを本格的に始める。雇用１０人

⑥ 連 携

キム・ヤンジュ
助教授という「人」



11. 地方創生とは、地方が、梼原が自らが生きる仕組みをつくることである。
その仕組みの一つが、地方が大学・国・県・企業と連携し関係を築き
良いところを活かした仕組みをつくりながらまちづくりを行うことである。

「経営」という言葉の意味は、金を儲ける活動のことでなく、 経営の本質は、社
会に役立つ価値を生みだし、社会から支持されることで生き残り発展する活動のこ
とである。自治体も、この本来の意味の「経営」を考える団体、組織に変わる必要
がある。この基本的な考え方は、官民業種業態で変わるものでない。

☆つまり、大学も「地域に貢献し生き残る大学」となることである。

○大学も自治体も同じ現実 人口減少 ・若者の都会（東京）流出 ・厳しい財政

○教授等の「人」の考え方、行動で地域は変わる。
梼原では、隈研吾教授、中川善典助教授、田中きよむ教授、原 忠教授、
伊香賀俊治教授、小西砂千夫教授、キム・ヤンジュ助教授である。

○若者のＵＩターン就職の促進
・どこの大学を４年間選んでも、Ｕターンする仕組みをつくる。
・梼原町の場合は、月当たり奨学金は最大８万円として、４年間で３，８４０千

円利用し、帰町すれば半額免除。看護師・社会福祉士・介護士等は、帰町し
６年間町内に在住すれば全額免除している。

・関西大学との提携のように「指定校推薦枠」を拡大する。



★そして、そこには「人」と「お金」が最も重要であり、
その「人とお金の流れを循環させる。」ことである。

その循環させる人、教授と自治体の長、企業のトップ
の絆が一番重要。

そしてお金、奨学資金等
学生を経済面で支える仕組みが重要。

★また、地域資源を活かし「地域に貢献し生き残る大学」
となること。

★さらに、これからは地方の課題は複雑多様化しており、
産学官民が連携し役割分担して課題を解決して

いくことが最も望ましい姿である。
例えば、地域にあった研究所を立ち上げる。

12. 梼原が大学との連携交流で感じたことのまとめとして、
地方の大学は「その地域のまちづくり」そのものである。



13. 大学を活かして「人の流れを循環させる。」

県内出身者（率） 県外出身者（率）

高知大学
（H28年度入学者）

272人（24.6%） 834人（75.4%）

高知県立大学
(H28年度入学者)

175人（47.0%） 197人（53.0%）

高知工科大学
(H29.2.1在学生)

578人（26.9%） 1,567人（73.1%）

①高知県内大学における県内出身者・県外出身者数

②平成20年度～28年度 高知県内高校生 地域別進学者数の推移
（文部科学省「学校基本調査」をもとに作成。地域は大学の学部の所在地による。近畿は京都・大阪・兵庫の合計。）

県外からも
一定数の学生の
入学がある

進学者数は減少
傾向だが、進学
に伴って東京へ
流出する若者は
一定数存在する

県内への進学率
は微かだが増加
傾向にある



★「人とお金の流れを循環させる。」には…

・若者の東京一極集中に歯止めをかけるため、東京における大学・学部の新増設の
抑制や定員管理の徹底を、地方の大学の振興とあわせて行う。

・地方の大学が「選ばれる大学」となること。国内だけでなく世界で選ばれること。

・大学が特色を持つこと。
例えば高知大学であるならば「高知ならではの大学」 としてブランド化すること。
例えば、梼原であれば林業学科、環境学科、長寿健康づくり学科をつくり、循環する教育
システムをつくる。

・人口が減少となり財政が厳しさを増すとなると、ますます地方に大学を新たに
設立することは困難であり、その代わりに地方と東京の対立でなく、

「地方の東京」であり「東京の地方」である。この「の」を基本に大学連携を図る。

・そして、東京の大学の一部学部・学科の移転、また、一時的な学習の場でも
単位が取れる仕組みをつくり、常に地方と東京を循環する教育システムもしくは、
アライアンス協定を結ぶ。
例えば、工学部建築学科の学生を一定の期間梼原で隈研吾東大教授の地域の木を使って
設計した施設５ヶ所で学ぶことで、単位を与えるなど。

14. 大学を活かして「人とお金の流れを循環させる。」ために必要なこと。



梼原町

【学資金貸付制度】
（貸付額）

20,000円～80,000万円／月
（返済の特例） 無利息
・卒業後、帰町すると

貸付額の半額免除。
・看護師、保健師、社会福祉士等の福祉、
医療に従事する者は、貸付を受けた期間
の１．５倍の期間、町内でその職に従事
すると全額免除。

15. 「人とお金の流れを循環させる。」学生を経済面で支える仕組み

①高知県内大学における奨学資金受給率（日本学生支援機構奨学金）

奨学金受給率 休学・退学者数(H27） 受給者に占める割合

高知大学（H28） 36.0% 37 2.3%

高知県立大学（H27） 50.9% 0 0.0%

高知工科大学（H28） 48.6% 6 0.6%

奨学金を受給している学生： 大学で５１．３％（2014調査）

経済的な理由により
休学や退学へ

奨学金＝借金
バイトに時間を費やし、受け
たい授業を受けれない状況。

自分の夢に向かって、安心し
て学ぶことのできる環境づく
りが必要！



16．心ひとつに取り組んだ梼原町の人口が変わりはじめた。

西暦 和暦 人口 出生 死亡 増減 転入 転出 増減 総増減

１９５７ Ｓ３２ １１，２１７ ２２８ ９０ １３８ ３７２ ４５７ ▲ ８５ ５３

１９５８ Ｓ３３ １１，２１４ ２２４ ９４ １３０ ３１０ ４４３ ▲１３３ ▲３

１９６３ Ｓ３８ ９，５８９ １３０ ７３ ５７ ３８６ １，１５８ ▲７７２ ▲７１５

１９７２ Ｓ４７ ６，５６４ １１１ ８５ ２６ ３１８ ５６５ ▲２４７ ▲２２１

１９７３ Ｓ４８ ６，４７２ ７５ ６２ １３ ３３６ ４４１ ▲１０５ ▲ ９２

１９８０ Ｓ５５ ５，７６３ ５４ ５７ ▲３ ２１３ ３１９ ▲１０６ ▲１０９

１９９３ Ｈ５ ４，７７８ ４８ ７０ ▲２２ ２０６ １７１ ＋３５ ＋１３

１９９４ Ｈ６ ４，７５９ ３２ ５７ ▲２５ １８５ １７９ ＋ ６ ▲１９

２００８ Ｈ２０ ４，０１０ ２２ ６４ ▲４２ ９０ １２３ ▲３３ ▲７５

２０１２ Ｈ２４ ３，７５０ ２７ ８４ ▲５７ １１８ １１４ ＋ ４ ▲５３

２０１５ Ｈ２７ ３，６５０ １９ ７５ ▲５６ １７２ １２７ ＋４９ ▲ ７

十
五
年
間

二
十
年
間

①昭和３３年より人口が減少となり、１５年間は毎年平均３１０人減少してきた。
②昭和４８年の９２人減少から２０年間は、毎年平均８５人減少と１００人以下となってきた。
③そして、平成５年には、人口はプラス（＋１３人）に転じた。
④そして、１９年経過し平成２４年には、社会動態はプラス（＋４人）に転じた。
⑤さらに、平成２７年には、総人口がマイナス７人と人口減少に歯止めがかかり始めた。

十
九
年
間



17. そして、今、人口減少に歯止めがかかりはじめた梼原町。

高知新聞（平成27年6月25日）

平成２７年４月末
の人口は、前年
比で、▲１人の減
少にとどまる。

空き家改修

高校野球部創設１０年目

４：３：２小中一貫教育

地域包括ケアの充実



龍
馬
た
ち
が
新
し
い
日
本
の
夜
明
け
を
夢
見
て
梼
原
か

ら
脱
藩
し
て
百
五
十
年
の
時
が
な
が
れ
ま
し
た
。

今
、
梼
原
人
は
、
町
民
み
ん
な
で
心
を
一
つ
に
し
て
、
新

し
い
ま
ち
づ
く
り
に
挑
戦
し
て
い
ま
す
。

ど
う
ぞ
、
今
後
と
も
ご
指
導
ご
支
援
を
お
願
い
申
し
上

げ
ま
す
。

坂本龍馬脱藩
１８６２年３月２６日

「自
分
た
ち
で
で
き
る
こ
と
は
自
分
た
ち
で
す
る
。
」

こ
の
こ
と
が
梼
原
人
の
生
き
る
基
本
で
あ
り
ま
す
。



梼原町の概要

（参考資料4-1）
平成29年3月2日
地方大学の振興及び

若者雇用等に関する有識者会議



高知市

○人口：３，６５０人 （Ｈ２８年３月末住基台帳）

○高齢化率４３．０％

○面積：２３，６４５ｈａ（内９１％が森林）

○町中心地標高 ４１０ｍ

・913年（延喜13年）
津野経高公 津野荘築く

・1600年（慶長5年）
梼原６ヶ村＋東津野３ヶ村
をもって「津野山郷」と称す

・1871年（明治 4年）
明治維新の変遷を経て高知県の所轄

・1889年（明治22年）
梼原、越知面、四万川、初瀬、中平、松原
の６ケ村が統合し「西津野村」

・1912年（明治45年）「梼原村」に改名
・1966年（昭和41年）町政施行「梼原町」

高知県の西北部、愛媛県との県境の町。
日本三大カルストの一つ、四国カルスト台地
の山々に包まれた裾野を清流四万十川がゆ
るやかに流れる源流の町。

☆ 高知市・松山市より車で９０分

京都 伊予 土佐

1.  梼原というところ（町の人口・面積・歩み）

つねたかくん
（津野経高）

１１００年
の歴史



【愛媛県】
至久万高原町 38.4km
至松山市 68.4km

【愛媛県】
至宇和島市 50.2km
至大洲 I･C 59.6km

【高知県】
至四万十町 52.0km

役場

【高知県】
至高知市 77.0km
至須崎市（須崎I･Ｃ）46.8km

町中心地

2．梼原というところ（町の形・六つの区・幹線道路）

梼原町は、６区、５６集落で支え合う町 縦直線２０㎞×横直線１２㎞

国 道

県 道

明治の大合併により、６つの
村が合併！

村を区として残し、それぞれ
の文化や特性を残し、引き継
いできた町。

本町には、５６の集落が存在し、それ
ぞれに部落代表を置き、集落の道路や河
川清掃といった奉仕活動や地域の祭り事
といった行事をおこなっている。

その集落を包括する組織として「区」
と称する住民自治組織が存在し、集落と
集落を有機的に結びつけるなど、住民を
代表する組織として重要な役割を担って
いる。その代表に「区長」を置き、自主
防災組織の活動や健康づくりといった活
動を行っている。



3. 梼原町というところ（町の中心地）

橋は木橋

清流四万十川

電線地中化

少しオシャレ
な町に

街路灯等小水力発電

役場



（１）平成２２年度に全職員が全ての住宅に伺い不安・思いを直接聞
き取り調査した。
そのアンケート調査の集計・分析と毎年の意見交換会を踏まえて町民が

困っていることを大きく分類整理した。

（２）大きく６項目となった ①交通手段が不十分
②飲み水や生活用水の質や量が不十分
③雇用の不足
④道路の危険箇所の存在
⑤生活費が足りない
⑥野生動物による農業被害

（３）大きく①②が解消されたら９７％の住民が地域で一生過ごしたい
と答えた。

そして、ビジョンをつくり、政策を打ち出し実行を見える化してきた

命の道の整備

命の水の確保

4. 町の方向を定めるために、住民の思いを聞き取り調査した。



梼原人

健康

環境

教育

産業

文化

くらし

（１）梼原ならではの保健・医療・福祉が充実した社会

（２）高齢化と過疎地域でも災害に強い社会

（３）暮らしの安定と産業の振興・発展した社会

（４）自信あふれる梼原人を育てる教育の確立した社会

（５）人の尊厳が守られ「絆」を大切にする社会

（６）「対話と満足度」を高める役場がある社会

六つの言葉をキーワードに
六つの社会を目指す

町民皆で策定した、梼原町総合振興計画
～人と自然が共生し輝く梼原構想～

5.  そして２０２０年に向かって、課題解決のために
梼原町の目指す社会を、２０１１年（まちづくり）に定めた。



☆自治の基本は「自立」である。

・自立とは、自分で完結することでなく、周囲と様々な関係を
築き、資金の提供を受け、それに見合う価値を生みだしてい
る状態のことである。

・その価値とは、財貨のみのことでなく、人が役に立っている
と思う物やサービスのことである。

・「自分でできることは、自分で行う」ことが梼原人である。
☆全ての考え方を、

①地域資源を活かす。（人、物、自然も）

②自然と共生と循環。

③成果をおさめる仕組みをつくる。

☆その手段として、
①目的を共有する。（具体的にわかりやすくする）

②コミュニケーションを図る。

③協働作業をする。

6.  さらに、課題解決と未来に梼原町を引き継ぐために、
梼原町の自治経営の考え方の基本を定めた。



梼原人とは

7.  第六次梼原町総合振興計画の六つの目指す社会の一つを、

「(４)自信あふれる梼原人を育てる教育の確立した社会」とした。

梼原人とは、ただ単に梼原に生まれたとか、
育った、住んでいるといったことではなく、

①正しいもの、美しいものをきちんと見極めることができる。
②勇気を持って行動ができ、他人の痛みのわかる優しさを持っている。
③進取の気性に富み、未知の世界に臆することなく挑戦する。

こうした資質を持ち合わせた「人」を指します。

目指す社会への手段は

・地域の良き伝統や文化を引き継ぐ教育・志を持つ教育・国際的にも通用
する会話力を身に着ける教育
・生涯学習として学び続けることができるための国内外を問わない、大学
等の教育機関と連携による学びの場や職場における学びの場で学習意欲を
高める仕組みをつくり、自己実現を目指す人に成長できるよう努める。

「町内全域を学びの場・ゆすはらキャンパス」



日本の夜明けを目指した
８志士の群像「維新の門」

梼 原 人

8. ゆすはらキャンパスにある活かす地域資源とは。

人

群像

「茶堂」芝居小屋「ゆすはら座」 おもて
なし

千枚田（棚田）

日本初オーナー制度

文化

交流

生活
施設 風

人・自然・施設等全てを活かす。

「津野山神楽」

森 林

清流四万十川

大地

水
森



○子どもの誕生・保育・幼稚園
・誕生祝福金 １０万円
・保育園費、幼稚園費、給食費

全て無料化
・医療費０歳から１５歳まで無料
・英語教育実施

○小中一貫教育
・梼の木寮入寮費の個人負担

（月当たり：１，５００円）
・中学夏休み海外へ８名短期留学。

（個人負担７万円）
○高校
・１年間海外留学に１人100万円支援
・奨学資金貸付事業

月２万から８万円
帰町すると半額及び全額免除。

１８年間で子どもを育てる
（発達段階に応じた系統的・継続的な取り組み）

9.自信あふれる梼原人を育てる教育の確立した社会を目指しています。
「保幼小中高一貫教育」を目指す。「小中一貫６：３制を４：３：２制」に変更。



＜環境モデル都市の目標（2009年１月23日認定）＞

「森の資源が循環する公民協働の“生きものに優しい低炭素なまちづくり”」の実現

①再生可能エネルギー自給率１００％を目指す(現在約３０％）

風

森

光

水

土

し尿を堆肥に製造
生ごみをペレットに製造 廃油を車の燃料（BDF）

② ＣＯ２の排出削減と森林のＣＯ２吸収
率を高める。

☆2050年にＣＯ２排出量を１９９０年基準
（２３，６３４ｔ－ＣＯ２）の７０％削減

☆2050年にＣＯ２吸収量を１９９０年基準
（１６，２００ｔ－ＣＯ２）の４．３倍増

☆化石燃料からのエネルギー転換、森林整備
により森林吸収を高める。

③ 梼原町廃棄物減量等推進委員 １５名

10. 「生きものに優しい低炭素なまちづくり」を目指しています。
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